
（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【都市整備部】

１ 公共事業 １ 土地区画整理事業4,473,000 3,494,000 3,494,000
２１億７，６００万円（２４．８％減）国庫 1,799,000 国庫 1,481,450 国庫 1,481,450

負担金 878,750 負担金 636,775 負担金 636,775

客観的評価基準に基づくランク付けにより予算配分県債 1,794,000 県債 1,374,000 県債 1,374,000

（圏央道関連地区や平成２１年度中に補助が完了する地一財 1,250 一財 1,775 一財 1,775

区に重点化）

１３億１，８００万円（１６．６％減）２ 公園事業

平成２３年春に拡張地区を供用開始予定のさきたま古

墳公園、権現堂公園のほか、まつぶし緑の丘公園、羽生

水郷公園などの計画的整備に向けて、東部地域の４公園

を重点化して実施

都市整備部

－ １ －

【審査の考え方】

都市基盤整備について事業効果の高い箇所に重点

投資できるよう要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

２ つくばエクスプレス つくばエクスプレス沿線地域の土地区画整理事業3,792,547 5,053,046 5,053,046
国庫 1,348,750 国庫 1,617,350 国庫 1,617,350沿線地域整備推進費

１ 八潮南部西地区に要する経費（県施行）負担金 247,250 負担金 296,930 負担金 296,930

２２億７，４０４万円６千円財収 600,000 県債 2,431,000 県債 2,431,000

県債 988,000 一財 707,766 一財 707,766

土地の使用収益停止に対する補償（１０１条補償）一財 608,547

を縮減するための集中投資

・補償費年間支払額：約４億円

２ 都市再生機構に対する補助

（１）三郷中央地区 １０億８，４００万円

（２）八潮南部中央地区 １６億９，５００万円

都市整備部

－ ２ －

【審査の考え方】

つくばエクスプレス沿線地域のまちづくりを推進

するため、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

新

３ 新たな森建設費 「彩の国みどりの基金」を活用し、みどりの少ない都市部102,813 102,813
において、新たな森を創造する。繰入 102,813 繰入 102,813

○場所 県南東部地域から選定

○規模 ２０ｈａ程度

○コンセプト ・ みどりの再生」のシンボル「

・防災機能の付加

○２２年度要求 基本設計など

都市整備部

－ ３ －

【審査の考え方】

「みどりの再生」のシンボルとしての位置付けに

鑑みて、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

４ 流域下水道事業会計 一般会計からの繰出金7,347,210 8,491,882 8,491,882
（１）高度処理等 １億８，２３４万円支出金 一財 7,347,210 一財 8,491,882 一財 8,491,882

（２）建設費 １億３，６１７万４千円

（３）公債費相当額 ８１億７，３３６万８千円

（流域下水道事業会計） 地方公営企業法の全部適用による流域下水道事業

５ 収益的支出 流域下水道事業の維持管理に要する経費31,290,849 31,290,849
（１）営業費用 ２８３億８８７万５千円負担金 負担金

うち再生水事業分 ７，５１３万２千円24,095,764 24,095,764

（２）特別損失 ３，２００万７千円財収 128,496 財収 128,496

（３）その他 ２９億４，９９６万７千円内部留保資金 内部留保資金

△1,122,423 △1,122,423

繰入金8,189,012 繰入金8,189,012

６ 資本的支出 流域下水道事業の建設に要する経費26,092,394 26,092,394
（１）国庫補助事業 １８９億５，０３６万円国庫11,839,815 国庫11,839,815

（２）県単事業 ３億９，６４４万円負担金3,640,734 負担金3,640,734

（３）企業債償還金 ６３億８，７６０万１千円財収 97 財収 97

（４）国庫補助金返還金 ３億５，７９９万３千円企業債4,411,000 企業債4,411,000

内部留保資金 内部留保資金

5,897,878 5,897,878

繰入金 302,870 繰入金 302,870

都市整備部

－ ４ －

【審査の考え方】

地方公営企業法の全部を適用し、

効率的に事業が実施できるよう、要

求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

新

７ エコ住宅ローン 金融機関提携住宅ローン利用者の負担軽減を行い、新規204,948 204,948
負担軽減事業費 住宅の建設意欲を高め、県内地域産業の下支えを図る。国庫 90,000 国庫 90,000

一財 114,948 一財 114,948

エコ住宅ローン負担軽減事業費 ２億４９４万８千円

・対象住宅 エコ住宅１，０００戸（分譲住宅を除く ）。

・支給金額 上限額２０万円／年

※融資残高１％相当分を支給する。

・支給期間 ３年間（エコポイント３０万円分を勘案）

＜参考＞

平成２１年度補助決定分の平成２２年度予算額

１，９７０戸 ３億７，６９０万８千円

限度額
承 認 平成２３年度～平成２４年度（債務負担行為） 400,000

一財 400,000

都市整備部

－ ５ －

【審査の考え方】

、環境に配慮した住宅建設が進むようにするため

要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

県営住宅の建替整備
新

○４ヵ年継続事業のうち第１年次分８ 平成２２年度 570,459 570,459
５億７，０４５万９千円公営住宅建設費 国庫 244,226 国庫 244,226

繰入 9,233 繰入 9,233

○総事業費（ ）県営住宅事業特別会計 県債 317,000 県債 317,000

７４億６，３１２万９千円

○整備戸数 ４０６戸

(内訳) 浦和高層 ８４戸 大宮七里 ２２戸

大宮長山 ５０戸 大宮東宮下 １７０戸

熊谷玉井 ８０戸

○平成２２年度に行う公営住宅建設費

・２０県住 ２８億３，６８６万円

・２１県住 ２２億８，４５５万８千円

・２２県住 ５億７，０４５万９千円

計 ５６億９，１８７万７千円

○平成２１年度に行う公営住宅建設費

５５億９，９０７万３千円

都市整備部

－ ６ －

【審査の考え方】

公共工事全体の状況をふまえ、５団地４０６戸

について建替ができるよう、要求額を措置した。




